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フリーランス新法施行・・・働き手の不安拭う運用を 2024-11-27毎日新聞社説抜粋 
  業務委託契約を結び、成果に対する報酬を受け取る働き方だ。ITエンジニアや宅配ドライバーなどさまざまな職
種lがある。国の調査では約460万人に上る。  政府のフリーランスに関する実態調査によると、報酬など取引条
件が明示されなかった経験のある人は4割を超えた。十分に協議しないまま報酬を決められた人は7割近くいた。 

 新法は発注者に対し、取引条件を書面やメールなどで明確化するよう義務づけた。報酬額を著しく低く定める「買
いたたき」や、発注者側の都合で納品物の受け取りを拒否する行為などを禁止した。 
 育児や介護と両立できるよう、納期の変更や在宅での勤務を認めるなどの配慮を求めている。ハラスメントの相談や苦情に対応す
る体制の整備も必須だ。 違反した発注者が是正に応じなければ、社名が公表される。罰金を科されることもある。 新法ではカバー
できない問題もある。スマートフォンアプリなどを通じて発注者から指示を受けて働くような場合、雇用に近いにもかかわらず、労働者
と見なされない。労働時間の規制や最低賃金などの保護の対象外となる。雇用保険や厚生年金にも入れない。 デジタル化で就労形
態が多様化し、現在の労働法制では対応しきれなくなっている。 政府は成長戦略の一環として、フリーランスを含む多様な働き方を
推進してきた。働き手を守るルールを、社会の変化に即して見直していく必要がある。 


